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原子力機構における人材育成対応組織概要

組織名称 主な対象者 概要

人事部

職員技術研修所 機構職員
階層別研修、原子力技術研修（安
全教育、原子力技術教育）

原子力人材育成センター
国内外技術者、学生等

（機構職員を含む）
国内研修、国際研修、大学連携
協力、原子力人材育成ネットワーク

核不拡散・核セキュリティ
総合支援センター

国内外の核セキュリティ、
保障措置、核不拡散各分
野の関係者

核セキュリティ、保障措置、核不拡
散各分野の研修

拠点・部門の各部署 機構職員 OJT

国内外の学生・研修員 研究指導、技術指導等

高速炉・新型炉部門

敦賀総合研究開発セン
ター

機構職員、国内外の技術
者、学生等

専門技能（ナトリウム取扱い等）研
修等

安全研究・防災支援部門

原子力緊急時支援・研修
センター

機構職員、国内外の防
災・緊急時対応関係者等

緊急時対応研修、緊急時広報研
修、原子力防災訓練支援など
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原子力人材育成センターの業務概要

アジア諸国を対象とした研修
●講師育成研修・講師育成アドバンス研修
原⼦炉⼯学、原⼦⼒・放射線緊急時対応、
環境放射能モニタリング

●フォローアップ研修（アジア各国で開催）
●原⼦⼒技術セミナー

原⼦⼒プラント安全、原⼦⼒⾏政、
放射線基礎教育、原⼦⼒施設⽴地

●産学官の原⼦⼒関係機関の連携
による総括的な⼈材育成活動

●共同事務局（中核機関）の役割
●IAEA原⼦⼒マネジメントスクール、
原⼦⼒国際⼈材養成コース等の実施

●国際協⼒（IAEAとの協⼒等）

●連携協定（21⼤学院*、2学部、2⾼専）
●東京⼤学⼤学院⼯学系研究科原⼦⼒専攻
（専⾨職⼤学院）
●⼤学連携ネットワーク（JNEN）活動
●学⽣受⼊制度
＊東京⼤学⼤学院⼯学系研究科原⼦⼒専
攻を含む。

●定期講座
-原⼦⼒エネルギー技術者
-RI・放射線技術者
-国家試験受験／資格取得

●随時研修

国内研修

原子力人材育成
センター原子力人材育成

ネットワーク

国際研修

大学との連携協力
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大学連携協力全体概要

●教育研究（連携大学院方式等）に係る
大学院との協定
・北海道大学 ・東北大学 ・東京大学
・東京工業大学 ・早稲田大学 ・東京都市大学
・東京都立大学 ・筑波大学 ・茨城大学
・千葉大学 ・宇都宮大学 ・長岡技術科学大学
・金沢大学 ・福井大学 ・京都産業大学
・大阪大学 ・関西学院大学 ・兵庫県立大学
・神戸大学 ・岡山大学 ・東邦大学

●大学学部・高専との協定
・福井工業大学 ・茨城大学
・津山高専 ・福島高専

●原子力分野における大学連携ネット
ワーク協定
・金沢大学 ・東京工業大学
・福井大学 ・茨城大学
・岡山大学 ・大阪大学
・名古屋大学

共同で連携教育カリキュラム制作・運営

●文科省・経産省での公募などで採択
された大学及び高専等への協力

原子力機構（ＪＡＥＡ）

講師派遣

○連携大学院方式協力
○東京大学原子力専門職大学院
に係る協力

講師派遣
実習、施設見学等への協力

学生受入

共同運営
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○学生受入制度運営
特別研究生
学生研究生
学生実習生
夏期休暇実習生

○連携協力推進協議会の運営
（事務局等）
○連携教育カリキュラム実施に
係る運営



大学連携ネットワーク（JNEN）の機能と主たる活動

55

連携協力推進協議会
‐活動内容の協議・決定機関‐

議 長 原子力機構 理事

副議長 東京工業大学

委 員

・東京工業大学

・金沢大学

・福井大学

・茨城大学

・岡山大学

・大阪大学

・名古屋大学

・原子力機構 原子力科学研究部門企画調整室長

・原子力機構 核燃料サイクル工学研究所長

・原子力機構 大洗研究所長

・原子力機構 敦賀総合研究開発センター長代理

事務局

原子力機構 原子力人材育成センター

前期：原子力工学基礎（Ⅰ）
「放射線・原子核に係る科目」 144名（R4）

後期：原子力工学基礎（Ⅱ）
「原子力工学及び原子力科学研究に係る科目」 70名（R4）

●共通講座（遠隔教育システム活用）

●集中（集合型）講座（夏期）

活
動
の
展
開

科目名「原子力の安全性と地域共生」 at 福井大学

放射線計測や核燃料サイクル技術等のカリキュラム

●学生実習（冬期）

連携教育カリキュラムの実施

企画調整分科会 ‐協議会の下部組織‐
委 員
・東京工業大学 ・金沢大学 ・福井大学
・茨城大学 ・岡山大学 ・大阪大学 ・名古屋大学
・原子力機構 原子力科学研究部門
・原子力機構 原子力人材育成センター

事務局
原子力機構 原子力人材育成センター

遠隔教育システム

７大学と原子力機構の８組織間で、大学連携ネットワーク協定を締結し、連携教育カリキュラムを制作し、
共通講座や集中講座、学生実習等を実施
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令和4年度前期共通講座概要
「原子力工学基礎（Ⅰ）；放射線・原子核に係る科目」
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令和4年度後期共通講座 概要
「原子力工学基礎（Ⅱ）；原子力工学及び原子力科学研究に係る科目」
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東京大学大学院工学系研究科原子力専攻（専門職大学院）※

高度な専門性が求められる原子力施設の安全運転等を行う原子力産業、原子
力関係の行政法人、研究開発機関で指導的役割を果たす原子力専門家を養成

○入学定員は15 名。社会人経験２年以上の実務経験を有する方を主な対象

○基礎工学に加えて技術倫理などを含む必要不可欠な教養をベースとし、原子力
の安全や利用などに関する体系化されたカリキュラムに基づいた教育を実施

○本専攻の標準修業年限は１年。修士論文は課されない。課程を修了すれば、原
子力修士（専門職）の学位が授与

○本専攻の教育は、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻（茨城県東海村）
と原子力機構で実施

※「専攻案内2022～2023」（東京大学大学院工学系研究科原子力専攻事務室作成）より引用 7



学生受入制度

大学院（大学・工業専門学校含）

原子力人材育成センター

研究開発部門・研究開発拠点

日本原子力研究開発機構

学部

修士課程

博士課程

任期付研究員

博士研究員

特別研究生（約40名）

夏期休暇実習生（約270名）

指導・交流

波及効果、研究へ興味・志向、成果へ寄与
専門分野能力向上 等々

研究者・技術者へ向けた育成

産業界

研究者・技術者として活躍

学生受入制度の特徴
●学生レベルに応じた受入
身分の設定

●短期間の実習を経験、
体験する初心者向きから、
博士論文作成のための
研究など幅広いニーズに
対応

●受入期間は、希望に
応じて調整可能

学生実習生（約70名）

学生研究生（約20名）
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学生受入制度

講義風景 環境試料測定実習

常陽シミュレーター実習 9実効線量測定実習



原子力人材育成ネットワークフレームワーク

事務局
（JAEA /JAIF / JICC）

運営委員会
（委員19名）

戦略
ワーキンググループ

（委員4名）

４．国内人材の国際化分科会

１．初等中等教育支援分科会

２．高等教育分科会

５．海外人材育成分科会

３．実務段階人材育成分科会

（戦略策定実務、各分
科への課題設定、PDCA
確認等）

（ネットワーク活動の
基本方針の決定 ）
JAIF新井理事長が
委員長

（分科会: 機関横断的事業・活動の
提案、検討 ）

（運営委員会、WGの事務局、

事務局事業・活動の運営、遂
行） 加藤事務局長(JAEA)

参加機関数 83機関
（2022年11月15日現在）

（国際機関は除く）

原子力人材育成ネットワークは、産学官の原子力人材育成関係機関が相互に協力し、原子力人材
育成活動等を効率的・効果的・戦略的に推進することを目的に設置
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人材育成の取組のまとめと課題 ①

大学連携協力活動においては、

 教育研究に係る協定に基づき、各大学へ教授等相当の研究者を派遣。大学毎に専

門家の分野が異なるため、機構の様々な研究部門等から派遣。

 東大大学院工学系研究科原子力専攻への年間通じた支援により、原子力産業界や

規制行政などの中核を担う原子力のプロフェッショナル育成に貢献。

 大学連携ネットワーク活動を通じて、7大学の原子力系の教育カリキュラムを連携教

育カリキュラムとして貢献。

 学生受入制度で受け入れた多くの学生は、大学にない研究炉、核燃料取扱施設、RI

設備等で、部門の研究者技術者からの指導助言での経験は貴重であり、有意義で

あったと評価。

 学生受入制度全般において、ここ数年の傾向として、受入学生数は増加しており、学

生受入経費が増加傾向。
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人材育成の取組のまとめと課題 ②
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 多くの大学で、原子力分野の教育や学生にとって重要な教育要素である実験実習

のリソース不足が見てとれ、原子力機構による人材育成機能が期待されている。

 他方、原子力機構からの教授や准教授をはじめ、非常勤講師及び特別講師、実験

実習講師など、研究部門の専門家に依存しており、講義時間帯の調整、担当講師の

配置など、リソースの確保が課題。また実験実習について、原科研中心に対応を図

るが設備の老朽化の対応が必要。

原子力人材育成ネットワーク活動においては、

 アウトリーチ活動や国際活動等を進めている。

 原子力人材育成ネットワークで作成した、原子力産業界の10年後のあるべき姿を想

定した戦略ロードマップの検討など、情報の共有や取り組むべき課題は明確化され

つつある。実現方策を検討していくことが重要。


